
○八街市重度心身障害者の医療費助成に関する条例施行規則

平成４年３月３１日

規則第４６号

改正 平成４年１２月９日規則第７２号

平成９年１１月１９日規則第２１号

平成１０年３月３１日規則第１３号

平成１１年３月３０日規則第１５号

平成１４年３月２７日規則第１５号

平成１９年６月１１日規則第１９号

平成２１年８月１３日規則第１８号

平成２７年６月２２日規則第２２号

平成２７年１２月２４日規則第５０号

平成２８年３月２５日規則第４１号

平成３０年５月１６日規則第１７号

平成３０年７月２３日規則第１９号

平成３０年９月２８日規則第２８号

令和２年６月２２日規則第３０号

（趣旨）

第１条 この規則は、八街市重度心身障害者の医療費助成に関する条例（平成

４年条例第３４号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定

めるものとする。

（社会保険に関する法令）

第２条 条例第３条第１項及び第５条に規定する社会保険に関する法令とは、

次の各号に掲げる法律をいう。

(1) 健康保険法（大正１１年法律第７０号）

(2) 船員保険法（昭和１４年法律第７３号）

(3) 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）

(4) 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）

(5) 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）



(6) 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）

（一部改正〔平成９年規則２１号・１０年１３号・３０年１９号〕）

（その他の法令）

第３条 条例第５条に規定するその他の法令とは、次の各号に掲げる法令をい

う。

(1) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年

法律第１１４号）、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する

法律施行令（平成１０年政令第４２０号）及び感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する法律施行規則（平成１０年厚生省令第９９号）

(2) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３

号）、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和２５年政令

第１５５号）及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行規則（昭

和２５年厚生省令第３１号）

(3) その他医療費の一部について本人負担の規定されている法令

（全部改正〔平成１９年規則１９号〕）

（受給資格）

第４条 条例第３条第２項第５号の規定により規則で定める者（以下「基準世

帯員」という。）は、次の各号に掲げる重度心身障害者の区分に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める者とする。ただし、１８歳未満の重度心身障害者（以

下「重度心身障害児」という。）の保護者が後期高齢者医療の被保険者であ

る場合（第２号に掲げる場合に限る。）は、当該重度心身障害児の養護者及

び当該重度心身障害児の加入している国民健康保険の被保険者（当該重度心

身障害児以外の者で、かつ、当該重度心身障害児と同一の世帯に属する者に

限る。）とする。

(1) 重度心身障害者の加入している医療保険が国民健康保険及び後期高齢

者医療以外である場合 重度心身障害者の加入している医療保険各法（健

康保険法、船員保険法、国家公務員共済組合法、地方公務員等共済組合法

及び私立学校教職員共済法をいう。以下同じ。）の規定による被保険者（当

該医療の給付に係る障害者以外の者で、かつ、健康保険法の規定による被



保険者（同法第３条第２項に規定する日雇特例被保険者を除く。）、船員

保険法に規定する被保険者、国家公務員共済組合法若しくは地方公務員等

共済組合法に規定する共済組合の組合員、私立学校教職員共済法に規定す

る私立学校教職員共済制度の加入者又は健康保険法第１２６条に規定する

日雇特例被保険者手帳の交付を受けその手帳に健康保険印紙を貼り付ける

べき余白がなくなるに至るまでの間にあるものをいう。）

(2) 重度心身障害者の加入している医療保険が国民健康保険である場合

重度心身障害者の加入している国民健康保険の被保険者（当該医療の給付

に係る重度心身障害者以外の者で、かつ、同一の世帯に属するものに限る。）

(3) 重度心身障害者の加入している医療保険が後期高齢者医療である場合

重度心身障害者の加入している後期高齢者医療の被保険者（当該医療の給

付に係る重度心身障害者以外の者で、かつ、同一の世帯に属するものに限

る。）

（追加〔平成２７年規則２２号〕）

（受給資格申請）

第５条 条例第４条第１項の規定による申請は、重度心身障害者医療費助成受

給券交付申請書（別記様式第１号）に、次の各号に掲げる書類を添付して市

長に提出するものとする。ただし、当該書類により証明すべき事実を市長が

公簿等により確認することができる場合は、当該書類を省略することができ

る。

(1) 身体障害者手帳、療育手帳若しくは精神障害者保健福祉手帳又は児童相

談所若しくは知的障害者更生相談所の判定書

(2) 保険証又は組合員証

(3) その他市長が必要と認める書類

（一部改正〔平成１１年規則１５号・２７年２２号・５０号・３０年

２８号・令和２年３０号〕）

（寡婦（夫）控除等のみなし適用申請）

第５条の２ 医療費の助成を受けようとする者が別表の備考の２第４号に規定

する所得割の算定方法による控除の適用（この条において「寡婦（夫）控除



等のみなし適用」という。）を受けようとするときは、重度心身障害者医療

費における寡婦（夫）控除等のみなし適用申請書（別記様式第１号の２）に

次の各号に掲げる書類を添付して市長に提出するものとする。ただし、当該

書類により証明すべき事実を市長が公簿等により確認することができる場合

は、当該書類の添付を省略することができる。

(1) 寡婦（夫）控除等のみなし適用の対象となる者本人の戸籍全部事項証明

書

(2) 所得割の算定において寡婦（夫）控除等のみなし適用の対象となる子の

所得証明書

（追加〔平成３０年規則２８号〕）

（資格の認定及び却下）

第６条 市長は、前条に規定する交付申請書を受理したときは、条例第４条第

２項の規定によりその適否を審査し、受給資格があると認めたときは、重度

心身障害者医療費助成受給券（別記様式第２号。以下「受給券」という。）

を交付するものとする。また、却下したときは、重度心身障害者医療費助成

却下通知書（別記様式第３号）により当該申請者に通知するものとする。

２ 前項の規定により受給券の交付を受けた者（以下「受給資格者」という。）

がその資格を喪失したときは、速やかに重度心身障害者医療費助成受給資格

喪失届書（別記様式第４号）を提出するとともに、受給券を市長に返還しな

ければならない。

３ 受給資格者が受給券を汚損し、又は紛失したときは、重度心身障害者医療

費助成受給券再交付申請書（別記様式第５号）により、市長に申請して再交

付を受けなければならない。

（一部改正〔平成２７年規則２２号〕）

（負担基準額）

第７条 条例第５条第３号の規定により規則で定める対象者が負担すべき額は、

別表に掲げる世帯区分の欄に応じ、それぞれ自己負担額の欄に定める負担基

準額とする。

（追加〔平成２７年規則２２号〕）



（受給券の有効期間、更新及び変更等）

第８条 受給券の有効期間は、申請のあった日の属する月の初日から翌年度の

７月３１日までとし、以後１年ごとに更新するものとする。ただし、市長が

特に必要と認める場合は、この限りでない。

２ 条例第６条第４項各号の規定により受給資格者が医療機関等において医療

の給付を受けた場合は、重度心身障害者医療費助成請求書（別記様式第６号）

に重度心身障害者医療費助成受領証明書（別記様式第７号。以下「受領証明

書」という。）及び医療費支払領収書を添えて、市長に申請するものとする。

ただし、特別の事情があるときは、その者の養護者が代わって請求すること

ができる。

３ 前項の場合において、受領証明書に記載されるべき内容が医療費支払領収

書により確認できるときは、受領証明書の添付を省略することができる。

４ 第２項に規定する請求は、当該請求をしようとする月から２年前までさか

のぼり、これを行うことができる。

５ 第２項及び第４項に規定する請求は、所得税法（昭和４０年法律第３３号）

第７３条の規定による医療費控除を受けていない医療費について、これを行

うことができる。

（追加〔平成２７年規則２２号〕、一部改正〔令和２年規則３０号〕）

（支給決定通知）

第９条 市長は、前条第２項の規定による請求書を受理したときは、速やかに

審査し、決定したときは重度心身障害者医療費助成支給決定通知書（別記様

式第８号）により通知するものとする。また、却下したときは、重度心身障

害者医療費助成支給却下通知書（別記様式第９号）により、受給資格者又は

その者の養護者に通知するものとする。

（一部改正〔平成２７年規則２２号〕）

（変更の届出）

第１０条 受給資格者は、次の各号に掲げる変更が生じたときは、重度心身障

害者医療費助成受給資格変更届（別記様式第１０号）及び受給券を、市長に

提出しなければならない。



(1) 加入している国民健康保険法又は第２条に規定する社会保険に関する

法令に基づく保険に変更が生じたとき。

(2) 住所（居住地）に変更が生じたとき。

(3) 口座振替金融機関等に変更が生じたとき。

(4) その他申請内容に変更が生じたとき。

２ 市長は、前項の規定による変更届及び受給券を受理したときは、受給券に

変更内容を記載し、当該受給資格者に受給券を返却するものとする。

（一部改正〔平成２７年規則２２号〕）

（経費の助成）

第１１条 市長は、受給資格者が第６条第２項に規定する受領証明書に要する

経費を保険医療機関又は保険薬局に支払ったときは、その経費の全額を助成

する。

（一部改正〔平成４年規則７２号・２７年２２号〕）

（台帳等の整備）

第１２条 市長は、医療費助成の支給実態を明確にするため、重度心身障害者

医療費助成台帳等を備えなければならない。

（一部改正〔平成２７年規則２２号〕）

附 則

この規則は、平成４年４月１日から施行する。

附 則（平成４年１２月９日規則第７２号）

この規則は、平成５年１月１日から施行する。

附 則（平成９年１１月１９日規則第２１号）

この規則は、公布の日から施行し、改正後の八街市重度心身障害者の医療費

助成に関する条例施行規則の規定は、平成９年４月１日から適用する。

附 則（平成１０年３月３１日規則第１３号）

この規則は、公布の日から施行し、改正後の八街市重度心身障害者の医療費

助成に関する条例施行規則の規定は、平成１０年１月１日から適用する。

附 則（平成１１年３月３０日規則第１５号）

この規則は、平成１１年４月１日から施行する。



附 則（平成１４年３月２７日規則第１５号）

この規則は、公布の日から施行する。

附 則（平成１９年６月１１日規則第１９号）

この規則は、公布の日から施行する。

附 則（平成２１年８月１３日規則第１８号）

この規則は、公布の日から施行し、改正後の八街市重度心身障害者の医療費

助成に関する条例施行規則の規定は、平成２１年４月１日から適用する。

附 則（平成２７年６月２２日規則第２２号）

（施行期日）

１ この規則は、平成２７年８月１日から施行する。

（準備行為）

２ この規則による改正後の八街市重度心身障害者の医療費助成に関する条例

施行規則第５条の規定による申請、第６条の規定による資格の認定及び受給

券の交付その他この規則を施行するために必要な準備行為は、この規則の施

行の日前においても行うことができる。

附 則（平成２７年１２月２４日規則第５０号）

この規則は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律（平成２５年法律第２７号）附則第１条第４号に掲げる規定の施行

の日から施行する。

附 則（平成２８年３月２５日規則第４１号）

この規則は、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の施行の日から施

行する。

附 則（平成３０年５月１６日規則第１７号）

この規則は、公布の日から施行する。

附 則（平成３０年７月２３日規則第１９号）

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）



２ この規則による改正後の別表の備考の２第３号の規定は、平成３０年度以

後の負担基準額の算定から適用し、平成２９年度までの負担基準額の算定に

ついては、なお従前の例による。

附 則（平成３０年９月２８日規則第２８号）

この規則は、公布の日から施行し、改正後の八街市重度心身障害者の医療費

助成に関する条例施行規則の規定は、平成３０年９月１日から適用する。

附 則（令和２年６月２２日規則第３０号）

（施行期日）

１ この規則は、令和２年８月１日から施行する。

（準備行為）

２ この規則による改正後の八街市重度心身障害者の医療費助成に関する条例

施行規則第５条の規定による申請、第６条の規定による資格の認定及び受給

券の交付その他この規則を施行するために必要な準備行為は、この規則の施

行の日前においても行うことができる。

別表（第７条）

（追加〔平成２７年規則２２号〕、一部改正〔平成３０年規則１７号・

１９号・２８号〕）

備考

１ 市町村民税所得割課税世帯とは、基準世帯員（重度心身障害者が基準

世帯員（当該重度心身障害者の配偶者を除く。）の扶養親族及び被扶養

者に該当しないときは、基準世帯員を、当該重度心身障害者の配偶者の

みであるものとすることができる。）についての医療の給付があった月

の属する年度（医療の給付があった月が４月から７月までの場合にあっ

ては、前年度）分の所得割（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第

世帯区分 自己負担額

A 市町村民税非課税世帯 ０円

B 市町村民税所得割非課税世帯であって、市町村

民税均等割のみ課税されている世帯である場合

０円

C 市町村民税所得割課税世帯 ３００円



２９２号第１項第２号に掲げる所得割をいう。ただし、同法第３２８条

の規定により課する所得割を除く。以下同じ。）が３に規定するところ

により合算したときに市町村民税の所得割が課税される世帯をいう。

２ 所得割の額の算定方法は、次の各号に掲げる方法によるものとする。

（１） 地方税法第３１４条の７並びに附則第５条の４第６項及び第５

条の４の２第６項の規定による控除をされるべき金額があるときは、

当該金額を加算した額とする。

（２） 地方税法等の一部を改正する法律（平成２２年法律第４号）第

１条の規定による改正前の地方税法第２９２条第１項第８号に規定す

る扶養親族（１６歳未満の者に限る。以下この号において「扶養親族」

という。）及び同法第３１４条の２第１項第１１号に規定する特定扶

養親族（１９歳未満の者に限る。以下この号において「特定扶養親族」

という。）があるときは、同号に規定する額（扶養親族に係るもの及

び特定扶養親族に係るもの（扶養親族に係る額に相当するものを除く。）

に限る。）に同法第３１４条の３第１項に規定する所得割の税率を乗

じて得た額を控除するものとする。

（３） 重度心身障害者（児）及び基準世帯員が地方税法第３１８条に

規定する賦課期日において指定都市（地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市をいう。以下同じ。）の

区域内に住所を有する者であるときは、これらの者を指定都市以外の

市町村の区域内に住所を有する者とみなして、所得割の額を算定する

ものとする。

（４） 重度心身障害者（児）又は基準世帯員が地方税法第２９２条第

１項第１１号イ中「夫と死別し、若しくは夫と離婚した後婚姻をして

いない者又は夫の生死の明らかでない者で政令で定めるもの」とある

のを「婚姻によらないで母となった女子であって、現に婚姻をしてい

ないもの」と読み替えた場合に同号イに該当する所得割の納税義務者

又は同項第１２号中「妻と死別し、若しくは妻と離婚した後婚姻をし

ていない者又は妻の生死の明らかでない者で政令で定めるもの」とあ



るのを「婚姻によらないで父となった男子であって、現に婚姻をして

いないもの」と読み替えた場合に同号に該当する所得割の納税義務者

であるときは、同法第３１４条の２第１項第８号に規定する額（当該

者が同法第２９２条第１項第１１号イ中「夫と死別し、若しくは夫と

離婚した後婚姻をしていない者又は夫の生死の明らかでない者で政令

で定めるもの」とあるのを「婚姻によらないで母となった女子であっ

て、現に婚姻をしていないもの」と読み替えた場合に同法第３１４条

の２第３項に該当する者であるときは、同項に規定する額）に同法第

３１４条の３第１項に規定する率を乗じて得た額を控除するものとす

る。

３ 合算した額の算定については、次の各号に掲げる重度心身障害者の区

分に応じ、それぞれ当該各号に定める額を合算するものとする。

（１） 重度心身障害者が医療保険各法に規定する被保険者である場合

当該重度心身障害者の市町村民税の所得割の額

（２） 第４条のただし書に該当する場合又は同条第２号若しくは第３

号に掲げる場合 当該重度心身障害者の市町村民税の所得割の額及び

基準世帯員の市町村民税の所得割の額

（３） 重度心身障害者が前２号のいずれにも該当しないものである場

合 当該重度心身障害者に関する基準世帯員の市町村民税の所得割の

額

４ 対象者が負担すべき額は、自己負担額に入院日数又は通院回数を乗じ

て得た額とする。（世帯区分が市町村民税所得割課税世帯においては、

入院１日又は通院１回において保険診療の一部負担額が自己負担額に満

たない場合にあっては、その満たない額とする。）

５ 同一日に入院及び通院が重複する場合は、それぞれ１日又は１回とし

て自己負担額を算定する。



別記様式第１号（第５条）

（全部改正〔令和２年規則３０号〕）

様式第１号の２（第５条の２）

（追加〔平成３０年規則２８号〕）

様式第２号（第６条）

（全部改正〔平成２７年規則２２号〕）

様式第３号（第６条第１項）

（全部改正〔平成２７年規則２２号〕）

様式第４号（第６条第２項）

（全部改正〔平成２７年規則２２号〕）

様式第５号（第６条第３項）

（全部改正〔平成２７年規則２２号〕）

様式第６号（第８条第２項）

（全部改正〔令和２年規則３０号〕）

様式第７号（第８条第２項）

（全部改正〔平成３０年規則１７号〕）

様式第８号（第９条）

（一部改正〔平成２７年規則２２号〕）

様式第９号（第９条）

（全部改正〔平成２８年規則４１号〕）

様式第１０号（第１０条）

（全部改正〔平成２７年規則２２号〕）


